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札幌土地家屋調査士政治連盟規約 

令和７年２月１４日 改正 

 

第１章  総 則 

 

（名称・所在地）  

第１条 本連盟は、札幌土地家屋調査士政治連盟（以下「本連盟」といい、略称を「札幌調

政連」とする）と称し、主たる事務所を札幌市に置く。 

 

（目 的） 

第２条 本連盟は、土地家屋調査士制度の充実・発展のための政治活動を行うことによって、

土地家屋調査士の地位の向上を図るとともに不動産登記制度及び国民の権利擁護

に寄与することを目的とする。 

 

（事 業） 

第３条 本連盟は、第２条の目的を達成するため次の事業を行う。 

 (１) 全国土地家屋調査士政治連盟（以下「全調政連」という）との連携及び情報の交換 

 (２) 政治資金規正法に基づく政治活動 

 (３) その他本連盟の目的達成のために必要な事業及び広報活動 

 

（組 織） 

第４条 本連盟は、第２条の目的に賛同した札幌土地家屋調査士会会員をもって組織する。 

２   会員が本連盟に入会する場合は、別に定める様式による入会届を提出しなければ

ならない。退会する場合も同様とする。 

 

 

第２章  役 員 

 

（役 員） 

第５条 本連盟に次の役員をおく。  

    会長       １名 

    副会長      ４名以内 

    幹事長      １名 

    副幹事長     ４名以内 

    幹事      １２名以内 
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    会計責任者    １名 

    会計責任者職務  １名 

代行者     

    監事       ２名以内 

    予備監事     １名 

    相談役      若干名 

    顧問       若干名 

 

（役員の選出及び任期）  

第６条 役員は大会において選出する。 

２   役員の任期は就任後第２回目の定時大会の終結のときまでとする。ただし、再任を

妨げない。   

３   補欠選任による役員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４   任期満了した役員等は新たに選任される役員等が選任されるまでは引き続きその

職務を行う。  

 

（役員の職務）   

第７条 会長は、本連盟を代表し会務を総理する。 

２   副会長は、会長を補佐し、会長に事故又は差し支えあるときは、予め定める順位に

基づきその職務を代理し、欠員のときはその職務を代行する。 

３   幹事長は、会長を補佐し、会務を執行する。 

４   副幹事長は、幹事長を補佐し、幹事長に事故又は差し支えあるときは、副幹事長が

その職務を代理し、幹事長が欠員のときは次の大会までその職務を代行する。 

５   幹事は、幹事長及び副幹事長を補佐して会務を分掌し、幹事長及び副幹事長に事故

又は差し支えあるときは、幹部会の定めるところによりその職務を代理し、欠員の

ときは次の大会までの職務を代行する。 

６   会計責任者は、本連盟の経理全般の職務を行う。会計責任者に事故あるときは職務

代行者がその職務を代行する。 

７   監事は、本連盟の資産及び会計の状況を監査する。 

 

 

第３章  議決、執行機関 

 

（大 会） 

第８条 会長は、毎年一回の定時大会とその他必要に応じ臨時大会を招集する。 
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（大会の構成員） 

第９条 大会は全会員で組織する。 

 

（大会の議事） 

第１０条 大会の議長は、その都度大会において選任する。 

２    大会の議事は、出席者の過半数で決し、可否同数のときは議長の決するところに

よる。 

３    会員は委任状を提出して出席に代えることができる。 

  

（大会の議決事項） 

第１１条 大会は、次に掲げる事項を議決する。 

 (１) 役員の選任及び解任 

 (２) 運動方針 

 (３) 規約の制定・改廃 

 (４) 予算及び決算 

 (５) その他事業執行に関する重要事項 

 

（幹部会） 

第１２条 幹部会は、会長、副会長、幹事長、副幹事長、会計責任者、監事並びに必要ある

ときは会長の指名するオブザーバーをもって構成し、会長が召集する。 

２    幹部会は、大会への提案事項及び事業執行に関する重要事項を審議する。 

３    幹部会は、構成員の過半数をもって成立し、その議事は出席者の過半数で可決

し、可否同数のときは会長が決する。 

４    幹部会には、顧問及び相談役の出席を求めることができる。 

  

（常任幹部会） 

第１３条 常任幹部会は、会長、副会長、幹事長、会計責任者並びに必要あるときは会長の

指名するオブザーバーをもって構成し、会長が召集する。 

 

 

第４章  会計及び事業年度 

 

（経 費） 

第１４条 本連盟の経費は、会員一人当たり年額１２，０００円の会費のほか寄付金その他

の収入をもって支弁する。 
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（寄付金） 

第１５条 本連盟は、本連盟の目的、事業に賛助する個人又は団体から寄付金を受けること

ができる。 

 

（予算及び決算）  

第１６条 毎会計年度の予算及び決算は、大会の承認を受けなければならない。 

     

（会計年度及び会計監査）  

第１７条 本連盟の会計年度は、毎年１月１日から１２月３１日までとする。  

２    会計責任者は、本連盟の経理につき年１回監事による監査を受け、その監査報告

書を付して大会に報告しなければならない。 

 

（予算成立前の支出） 

第１８条 会長は、毎会計年度終了後の予算が大会の承認を得るまでの間、通常の会務を執

行するに必要な経費に限り、幹部会の承認を得て支出することができる。 

 

 

第５章  補 則 

 

（顧問及び相談役） 

第１９条 本連盟に顧問及び相談役を置くことができる。 

２    顧問及び相談役は、幹部会の議を経て会長が委嘱する。  

３    顧問及び相談役の任期は、会長の任期と同一とする。ただし、会長が任期の途中

において退任したときは、そのときに退任するものとする。 

     

（補則）  

第２０条 本規約に定めなき事項については、幹部会で決定する。 

 

附  則 

 

 この規約は、 

平成１３年６月１８日から施行する。 

 平成１４年５月２１日改正 

平成１５年６月２４日改正 

 平成１８年３月３１日改正 

 平成２６年１月１日改正  
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附 則（第５条、第１４条） 

(施行期日) 

この規約は、令和７年２月１４日から施行する。ただし、第１４条は、令和８年１月１日か

ら施行する。 


